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1金融経済教育推進機構（J-FLEC）のご紹介

○ 金融経済教育推進機構（通称：『J-FLEC』（ジェイ-フレック））は、

特別の法律（注１）に基づき国の認可を受け、 中立・公正な立場から、

官民一体で金融経済教育を推進する唯一の公的機関（注２）です。

○ 幅広い年齢層の国民の皆様に向け､ 一人ひとりのニーズに

合わせた金融経済教育の機会をご提供しています。

特定の金融商品への勧誘や誘導は一切行いません。

（英） J-FLEC : Japan Financial Literacy and Education Corporation

（注１） 根拠法 ： 金融サービスの提供及び利用環境の整備等に関する法律 （2024年2月1日 改正法施行）

（注２） 金融庁所管の認可法人
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【導入】 金融リテラシーとは

【使う】 家計管理（収入と支出のバランス）

【使う】 生活設計の見直し

【貯める・増やす】 資産形成の基本（長期・積立・分散）

【貯める・増やす】 資産形成の制度（NISA、私的年金制度等）

【備える】 社会保険と民間保険（生命保険・損害保険）

【借りる】 ローン・クレジット

【注意】 金融トラブル、相談窓口
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金融リテラシーとは

【導入】１



4

○ 日々の生活で、お金に関する疑問や悩みを抱えていません
か？ 『適切な判断を行うには何が必要』でしょうか。

毎月の生活費でぎりぎり。

お金の管理はどうすればいい？

クレジットの
返済がなかなか終わらない。

どうしてだろう？

子どもの教育資金は
どうやって準備したらいい？

ＳＮＳに出てた
「絶対にもうかる」話って

詐欺じゃないの？

将来のために

資産形成も考えた方が
いいのかな。

お金に関する疑問や悩み１



5なぜ金融リテラシーが必要なのか

○ 金融リテラシーとは、経済的に自立し、より良い生活を送る
ために必要な『お金に関する知識や判断力』のことです。

○ 金融リテラシーを育むことは安心した生活に繋がります。

➢ 家計管理がしっかりしている。

➢ 計画を立ててお金を準備しているので、やりたいことを実現しやすい。

➢ 緊急時の備えがあるので、危機（自身のケガや病気、不景気による

収入減など）に強い。

➢ 詐欺や多重債務などの金融トラブルにあうことが少ない。

➢ 経済的に自立し、より良い暮らしを送ることができる。

金融リテラシーが高い人の特徴

１
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金融経済知識
（資産形成など）

家計管理 生活設計

3

1

4

2

○ 金融リテラシー（お金に関する知識や判断力）を育むには、
以下のことを学ぶことが重要です（＝『金融経済教育』）。

外
部
知
見
の
活
用

（相
談
窓
口
な
ど
）

金融リテラシーを育むために学ぶこと１
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家計管理

（収入と支出のバランス）

【使う】２
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○ 家計は収入と支出のバランスで成り立っています。
『支出は収入の範囲内に収める』ことが重要です。

①収入と支出を把握する
－給与明細・家計簿 等

②支出を見直す
－住居費・通信費・遊興費 等

③お金を貯める・増やす仕組み化

④お金を3つ※に整理する

収入と支出のバランスをとるためには

※「日常生活に必要なお金」「近い将来に使う予定のお金」
「当面使う予定のないお金」の３つ

収 入 支 出

家計管理（収入と支出のバランス）２
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○ 給与明細から『手取り収入≒可処分所得』を把握し、その範
囲内に支出を収めることが基本です。

総支給額 – （社会保険料+ 税金） = 手取り収入

375,000 – (56,000 + 3０,000)  =28９,000円

支
給

基本給 時間外手当 通勤手当 総支給額

330,000 30,000 15,000 375,000

控
除

雇用保険 健康保険 厚生年金保険 社会保険料計

2,000 19,000 35,000 56,000

所得税 住民税 介護保険 税額計

1０,000 20,000 3０,000

金額は概算 千円未満四捨五入（単位：円）

介護保険は
40歳から納付開始

給与明細の例

社会保険
の仕組み
については
詳細後述

可処分所得非消費支出

手取り収入を把握する２
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○ 支出≒生活費の中には『固定費と変動費』があります。

固定費
（毎月発生する一定額の費用）

変動費
（その時々で変動する費用）

－住居費（家賃・駐車場代 等） －食費

－水道光熱費 －交通費・ガソリン代

－通信費（スマホ・ネット 等） －遊興費（交際費・娯楽費 等）

－保険料（生保・損保 等） －風邪などでの医療費

－ローン返済（住宅・車 等） －日用品代・衣料品代

－その他（サブスク・習い事など） －その他／雑費 等

収入と支出を把握する（支出≒生活費の内訳）２
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○ 見直しのポイントは『優先順位をつける』ことです。

1. ニーズとウォンツを区別する。

－必要なもの・こと（Needs：ニーズ）

－欲しいもの・やりたいこと（Wants：ウォンツ）

⇒ウォンツの中でも優先順位をつける ＜ウォンツ＞

2. まずは固定費から圧縮、次に変動費の圧縮を行う。

－固定費（住居費・通信費・サブスクなど）は一度見直すと、

毎月安定して支出削減できるので効果的です。

－習慣化された支出（たばこ、お酒など）の見直しも効果的です。

＜ニーズ＞

支出を見直す（見直しのポイント）２



12

○ 「お金に余裕ができたとき」に貯めるのは案外難しく、
『先に差し引くことがポイント』です。

○ 無理のない範囲で「給与天引き」「口座引き落とし」などを
活用し、『お金を貯める・増やす仕組みをつくる』ことが重要
です。

手取り収入
28.9万円

仕組み化

給与天引きや
口座引き落としなどで

先に３万円差し引く

支出≒生活費は
最大２５.9万円

でやりくり

例えば…

お金を貯める・増やす仕組み化（天引きの活用）２
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○ お金を「使う」「貯める」「増やす・備える」の３つに分類して、
『仕組み化で確保したお金を目的に応じて振り分け』ましょう。

毎月の手取り収入

水道光熱費、通信費、
遊興費、衣料品代など

日常生活に必要なお金

使うお金＝生活費

車購入、住宅購入、
教育費、海外旅行代など

近い将来に使う予定のお金

貯めるお金＝目的あるお金

老後資金、
大きなケガ・病気に備えるお金など

当面使う予定のないお金

増やすお金＋備えるお金

優先順位での
支出見直しが重要

仕組み化で確保した
お金を目的別に
「貯める」「増やす・備える」

お金を３つに整理する２
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生活設計の見直し

【使う】３
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○ 自身の暮らし方にあわせて、『生活設計を定期的に見直し』
することが重要です。

○ 現在の環境変化なども踏まえ、『改めて今後のライフイベント
を想定し、必要な金額をイメージ』しましょう。

結婚

挙式・披露宴
新婚旅行等
約300万円
～500万円

自動車

国産大衆車
約1０0万円
～400万円

※数年程度で
乗り換えあり

教育費

幼稚園～
大学生まで
約８00万円

～2,５00万円
※公立か私立か
で差が大きい

自宅購入

新築戸建て
約３,５00万円
～5,000万円

老後の
生活費

個人差が
非常に大きい

月額平均
約2６万円

ライフイベントに必要な金額（費用）の例

※無償化・減税・補助などの各種制度は考慮していません。

望まない
想定外の
緊急支出

病気やケガ、
身内の不幸、
被害者への
賠償など

生活設計の見直し３
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○ 日本人の平均寿命は延びており、『長寿化に備えたマネープラ
ンを立てて準備する』ことが重要になってきています。

長寿化の影響３

平均寿命の推移と将来推計平均寿命の推移と将来推計

（出所）内閣府「令和７年版高齢社会白書」をもとに作成

91.94歳

85.89歳

87.１４歳

81.０９歳

男性の
平均寿命
58.0歳

女性の
平均寿命
61.5歳

202３年

（歳）

（年）

1950年

2070年

推計値実績値



17生活費の増加

○ 国民の所得に対する税・社会保障負担割合は増加傾向にあ
るほか、消費者物価指数も上昇傾向にあります。
『生活費の増加に対する備え』が必要です。

３

国民負担率※の変遷 消費者物価指数の推移

（年度）

（出所）財務省 負担率に関する資料をもとに作成

（年）

（出所）総務省「消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）年平均」をもとに作成

※国民負担率とは、国民全体の所得に占める税金と社会保障費の割合。
（租税負担率と社会保障負担率の合計）
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自分が実現したいライフイベント
（＋望まない緊急支出）には

いくらかかるのかをイメージしましょう。

生涯の『収入・支出のバランス』を意識し
「家計を管理する」ことが大切です。

将来的に必要となるお金は、計画的に
『資産形成（貯蓄・投資）で準備』しましょう。

生活設計の見直しにあたって３
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（高校卒業までにかかる教育費）

幼稚園 小学校 中学校 高 校 合 計 額

公立 公立 公立 公立 ５9６万円

私立 公立 公立 公立 ６4７万円

私立 公立 公立 私立 ７7６万円

私立 私立 私立 私立 １，97６万円

(出所）文部科学省「令和５年度子供の学習費調査」
幼稚園3歳から高校3学年までの15年間の学習費総額（授業料、給食費、学習塾費等を含む）。
【学習費】 幼稚園：公立5３万円、私立104万円 小学校：公立202万円、私立1,097万円

中学校：公立163万円、私立46７万円 高 校：公立179万円、私立30８万円
※上記の数値は、四捨五入している関係で、合計と内訳の計が必ずしも一致しない。

大学を卒業するまでにかかる教育費①
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入学金
授業料等

生活費 合 計

自 宅 自宅外 自 宅 自宅外

国立大学 ２４３ １７０ ４４０ ４１３ ６８２

私立大学 ４７４ １７０ ４２６ ６４４ ９００

単位：万円

（出所）次の資料をもとにJ-FLECで試算。

文部科学省「国公私立大学の授業料等の推移」

〃 「私立大学等の令和５年度入学者に係る学生納付金等調査結果」

日本学生支援機構「令和４年度学生生活調査結果」

家庭からの給付 奨学金 アルバイト その他 合計

５４７ １８４ １３３ ３６ ８９９

（参考）大学学部生の在学中平均収入（昼間部・下宿生等）
単位：万円

（大学在学中にかかる教育費）

大学を卒業するまでにかかる教育費②
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○経済的理由により進学を諦めることがないよう、各種奨学金
制度が用意されています。

○大学・大学院の在学者は約292万人です。これに対し、大学・
大学院の奨学生は約120万人です。(注)

全 体

日本学生※２

支援機構
学校

地方公共団体
公益法人など

奨学生数※１ （万人） １５３ １３１ １４ ９

大学・大学院 １１９ １０２ １１ ６

奨学金事業額（億円）※１ １０,７３７ ９,８５９ ４２４ ４５３

(出所）日本学生支援機構「令和元年度奨学事業に関する実態調査報告」、「令和元年度JASSO年報」
文部科学省「令和元年度学校基本調査」

(奨学金事業の概況）
（注）給付型、貸与型（無利子）、貸与型（有利子）の併用者を調整しない単純合算ベース。

【奨学金】奨学生

※１ 大学院、大学、短大、高専、専修学校、各種学校を含み、高等学校を除くベース。
※２ 給付型、貸与型（無利子）、貸与型（有利子）の併用者を調整しない単純合算ベース。
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(出所）金融経済教育推進会議 eラーニング講座「マネビタ」 「お金を借りる」-「奨学金」

○奨学金には給付型と貸与型があります。日本学生支援
機構の貸与型には無利子と有利子があります。

実施団体 特徴 給付/貸与

日本学生支援機構
（JASSO）

給付奨学金 給付型

第一種奨学金 貸与型（無利子）

第二種奨学金 貸与型（有利子）

大学・短大・専修学校等 独自の奨学金制度あり 給付型が多い

地方公共団体
（都道府県・市区町村）

他の奨学金との併用を認
めていないこともあり

貸与型が多い

公益財団法人など
それぞれの理念や目的に
合わせ、様々な特色あり

給付型と貸与型は半々く
らい

【奨学金】種類
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• 申込時における生計維持者の収入が一定額以上の場合、最高月額
は選択不可。

• 給付奨学金を併せて利用する場合、選択した月額から減額又は0円
となる場合有り。

第一種
奨学金

・ 自由に選択可

第二種
奨学金

(出所）金融経済教育推進会議 eラーニング講座「マネビタ」 「お金を借りる」-「奨学金」

区分

（例）大学

国公立 私立

自宅 自宅外 自宅 自宅外

最高月額 45,000円 51,000円 54,000円 64,000円

最高月額以外
の月額

50,000円

40,000円 40,000円 40,000円

30,000円 30,000円 30,000円 30,000円

20,000円 20,000円 20,000円 20,000円

大学・短期大学・専修学校（専門課程）・高等専門学校（4・5年生）

貸与月額 2万円～12万円（1万円単位）

【奨学金】貸与金額
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毎月一定額を返還（返還期間も一定）

所得に応じて毎月の返還額が変動（返還期間も変動）※

※第一種奨学金のみ

【返還方式】

定額返還方式

所得連動返還
方式

貸与終了の翌月から数えて7か月目の月から就職の
有無にかかわらず※返還開始返還の開始

繰上返還

【返還開始・返還中】

次回以降に返還する分を繰り上げて返還できる制度

※ 無職・未就職の場合は救済制度（後述）の申請が可能

(出所）金融経済教育推進会議 eラーニング講座「マネビタ」 「お金を借りる」-「奨学金」

【奨学金】返還と各種手続き①
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(出所）金融経済教育推進会議 eラーニング講座「マネビタ」 「お金を借りる」-「奨学金」をもとに作成

【返還が滞った場合】

• 連帯保証人・保証人への請求

• 債権回収会社の回収

• 法的処理（支払督促申立等）

• 延滞金の賦課（年３％）

• 債権回収会社からの電話督促

• 個人信用情報機関への登録

【人的保証】

返還に困ったら、まずJASSO（日本学生支援機構）に
相談してください！

• 代位弁済請求

• 保証機関からの請求・督促

【機関保証】

【奨学金】返還と各種手続き②
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○ 自身の生活設計の収支のバランスを確認してみましょう。

金融庁提供
ライフプランシミュレーター

日本ＦＰ協会提供
ライフプラン診断

世帯主情報・配偶者情報など
９つの質問に答えることで、
簡易的なシミュレーション作成
とアドバイスを示してくれます。

金融庁 ライフプランシミュレーター 検索 日本ＦＰ協会 ライフプラン診断 検索

現在のご自身やご家族の収入・
支出などの情報や将来の計画
を入力することで、将来の家計
収支をシミュレーションし、結果
をグラフで確認することができ
ます。

（参考）シミュレーションの紹介３



27外部知見の活用（ＦＰ相談等）

●ＦＰ相談等では、収入・支出のバランスをとるための家計の見直し方法、
ライフプランを踏まえたお金の見える化（キャッシュフロー表の作成）
などを行ってもらうことができます。

●キャッシュフロー表はライフイベントの変化の際、もしくは定期健康診断
のように定期的に見直すことが重要です。

家計管理の方法、教育資金や住宅資金・老後資金の準備、
資産運用の考え方、社会保険と民間保険、相続・贈与 など

お金に関する

様々な疑問（例）

○ 家計管理・生活設計などのお金の疑問を自分事として捉える
には、家計簿をつけるなど、『お金の流れを自身で「見える化」
すること』が役立ちます。

○ 『お金の専門家（ファイナンシャル・プランナー（ＦＰ）等）に相談
すること』もひとつの方法です。

３



28

1. 資産
【実物資産】

【金融資産】

＜住宅、自動車＞

＜預貯金、株式、債券、投資信託、保険等＞

2. 負債

＜世帯の資産・負債名義＞

資産・負債の名義分担等について、

家族間での意識の共有化が重要です。

＜住宅・自動車ローン返済＞

○ 資産と負債を確認しましょう。

（参考）資産と負債の洗い出し①３
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○ 住宅資産の価値は変動します。

住宅購入時（4,000万円の住宅を、3,000万円の住宅ローンを組んで購入）

資産 負債

住宅 4,000万円 住宅ローン 3,000万円

資産 負債

住宅
（時価）

４,500万円？

1,500万円？
住宅ローン 2,000万円

10年後（住宅ローン残高は一定割合で減っていくが、住宅価格は値動きが分からない）

住宅価格が大きく下がり、住宅ローン残高を下回る可能性もある。

（参考）資産と負債の洗い出し②３
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○ ご自身の家計の資産と負債を記載してみましょう。

資 産
現金 万円

普通預貯金など 万円

定期性預貯金 万円

貯蓄型の保険 万円

株式（※） 万円

債券（※） 万円

投資信託（※） 万円

その他の投資商品（※） 万円

住宅（※） 万円

その他（※） 万円

資産合計 Ⓐ 万円

負 債
住宅ローン 万円

自動車ローン 万円

カードローン 万円

奨学金 万円

その他 万円

負債合計 Ⓑ 万円

年 月 日 現在

（※）の資産は、作成時点
の市場価格（時価）で
算出してください。

資産合計Ⓐ － 負債合計Ⓑ ＝ 純資産 万円

（参考）資産と負債の洗い出し③３
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資産形成の基本

（長期・積立・分散）

【貯める・増やす】４
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家計

資産形成と経済活動の関係性

間接金融
の流れ

直接金融
の流れ

○ 資産形成（預貯金・投資）は、『経済活動を支える』ことで、消
費（商品の購入）と相まって『経済を循環』させています。

社債・株式

国債

投資 証券会社など

政府

預貯金や投資したお金は
経済活動に使われる

銀行など

企業

設備投資
商品・サービスの提供
株主への配当
従業員への給与

公共サービスの充実

サービス向上・給与アップなど通じ、
私たちの生活がより豊かで便利に

利子・配当

利子

利子

預貯金 貸出

利子

４



33預貯金と投資

○ 金融商品による資産形成の方法としては、「預貯金」と「投資」が
あり、『目的に応じた金融商品を選択』することが重要です。

預貯金 投 資

積立定期預貯金

普通預貯金 定期預貯金

債券（国債・社債など）

株 式 投資信託

主な金融商品

４

◆ 確実性重視（元本保証あり）
◆ 運用成果（結果）は
商品選択時に決まっている※

◆原則、手数料はかからない

◆ 増やすこと重視（元本保証なし）
◆ 運用成果（結果）は
商品選択時に決まっていない※

◆株式・投資信託の購入などには手数料
がかかることがある（手数料は金融機
関によって異なる）

※変動金利の定期預金、国債・社債の償還持ち切り等、例外もあります。



34（参考）投資とギャンブルの違い

○ 投資は「お金が増えるか、損をするか分からない」という点で、
ギャンブルと比較されることがありますが、
『投資はギャンブルではありません』。

○ 投資とギャンブルは、本質的に『目的や仕組みが異なります』。

• 娯楽を目的として偶然の結果（勝敗）に金銭を賭ける行為
• 勝者と敗者がいることが前提で、賭金から主催者の運営料
を差し引いた金額を参加者で取り合う仕組み

ギャンブルとは

• 投資先の会社や国の成長を期待して資金を投じる行為
• 投資先の成長などによって、利益を得ることを目指す仕組み

投資とは

４



35金融商品の３つの観点４

元本や利子の
支払いが確実か

大きい収益が
期待できるか

必要なときに
すぐに換金できるか

預貯金 ◎ △ ◎
株式 △ ◎ ○
債券 ○ ○ △

投資信託 △～○ ○～◎ ○

安全性

○金融商品は３つの観点（安全性・収益性・流動性）で整理
できますが、『３つとも の金融商品はありません。』

流動性収益性



36資産運用におけるリスクの意味合い

振れ幅が大きい振れ幅が小さい
運用
成果

時間 時間

・ ・

購入価格 購入価格

○ 資産運用におけるリスクとは『運用成果の振れ幅』のことを
指します。「リスクが大きい」とは、「とても危険」という意味
ではなく、「大きく儲かるかもしれないし、大きく損をする
かもしれない」（運用成果の振れ幅・不確実性が大きい）と
いう意味です。

○ 『保険で備えるリスク（危険）』とは意味が異なります。

運用
成果

４
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リ
タ
ー
ン
（運
用
成
果
）

小
（低
）

大
（高
）

※一般的なイメージ図であり、すべての金融商品があてはまるものではありません。

ハイリスク
ハイリターン

商品によって
リスク・リターンはさまざま

ローリスク
ローリターン

満期まで保有すると
元本または額面金額
を受け取れる

リスク（運用成果の振れ幅）小（低） 大（高）

○ 原則、リスク（運用成果の振れ幅）とリターン（運用成果）は
比例関係なので、『ローリスク・ハイリターンの金融商品は
ありません』。

投 資 信 託

株 式

債 券

預 貯 金

ローリスク
ハイリターン

リスクとリターンの関係４



38投資のリスク

○ 投資は、リターン（運用成果）を期待して行いますが、以下の
『リスク（運用成果の振れ幅）もあることを理解』して、無理
のない範囲（当面使う予定のないお金）で行いましょう。

リスク

株式や債券などの価格変動
（上昇・下落ともに）

投資先企業の財務状況や
経営状況（不祥事・倒産など）

外貨建て取引の換金時に
生ずる為替レート変動

国・地域の政治・経済環境
（天災や戦争など）

リスク
運用成果
の振れ幅

つまり

要

因

価格変動
リ ス ク

信 用
リ ス ク

投資の主なリスク

為替変動
リ ス ク

カントリー
リ ス ク

つまり

様々な要因により
資産価値が増減
する可能性・不確
実性のこと

４
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○ 株式投資の特徴は、『①購入した株式の値動き、②配当金の
受取り』の２点です。一般的にリスク・リターンともに大きく
なります（ハイリスク・ハイリターン）。

投資家・株主

投資をする人は
誰でも投資家です

株式会社
資金を使い
事業拡大

１．資金の提供
（証券会社が仲介します）

２．株式が発行される
※株式は電子化されています。

３．株式価値変動、配当金など

株式投資の特徴と仕組み

株主優待として、
商品をわたすこともある。

４
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○ 債券投資の特徴は、『①満期時の償還、②利子の受取り』の２
点です。リスクは小さくリターンも小さめですが、基本的に
安全性は高めです（ローリスク・ローリターン）。

投資家

投資をする人は
誰でも投資家です 国・自治体

企業など

１．資金の提供

２．債券が発行される
※債券は電子化されています。

４．満期時には額面金額が
返ってくる（償還）

３．利子を受け取る

※ ※発行した企業などが倒産すると
返済されない可能性があります。

債券投資の特徴と仕組み４



41投資信託の特徴と仕組み

さまざまな投資対象を
組み合わせて分散投資

国内 海外

株 式

債 券

○ 投資信託の特徴は、『①専門家が運用、②少額から投資可能、
③分散投資でリスク軽減』の３点です。組み合わせる商品に
よりリスクとリターンの程度が変わります。

例）株式が多いならハイリスク・ハイリターン
債券が多いならローリスク・ローリターン

投資家

投資をする人は
誰でも投資家です

少額から投資可能
専門家が運用
（運用会社）

投資信託
（ファンド）

資
金
を
ま
と
め
る

収益の分配

まとめた資金は
信託銀行が保管・管理

不動産等

４
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リスク・コントロール型投資
（リスク抑制型の運用）

リスク・テイク型投資
（リスク許容型の運用）

ニーズ 投資で安定的な利益を出したい 投資で大きな利益を出したい

必要なもの
長期の投資観
少額からの定期的な積立金

短～長期の相場観、
まとまった運用資金

投資スタイル 長期・積立・分散投資 個別銘柄への集中投資・積極運用

ポイント
長く続けること
⇒上がっても下がっても焦らない

自分なりの「売り」ルールをもつこと
⇒上下一定の幅を超えたら売る

○ 投資スタイルには（リスク・コントロール型とリスク・テイク
型）の２種類があります。『リスクを抑えた安定的な資産形
成にはリスク・コントロール型投資が向いています。』

２つの投資スタイル４
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○ 投資のリスク（運用成果の振れ幅）を軽減（コントロール）する
には、『長期・積立・分散投資』の視点が重要です。

価格変動リスク 信用リスク

積立投資 分散投資長期投資

リスクを抑える方法

為替変動リスク カントリーリスク

数カ月や1年などではなく、5
年、10年などの長い期間投資
を続けることで、より安定的な
成果を得ることができます。

一度にまとめてではなく、定期
的に一定額ずつ、積み立てる形
で購入することで価格の急騰
や急落の影響を和らげること
ができます。

複数の地域・通貨、特徴の異な
る複数の資産（株式や債券な
ど）を組み合わせて運用するこ
とで、リスクを抑えることがで
きます。

投資の主なリスクを抑えるために４
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○ 過去30年間、世界株価は、『短期的な下落時期はあるものの、
長期的には世界経済の成長に伴って上昇』してきました。

全世界株式 30年チャート

2008年
リーマン
ショック

2000年
ITバブル崩壊

2001年
同時多発テロ

※過去のデータに基づくものであり、今後も上昇傾向にあることを保証するものではありません。

2015年
チャイナ
ショック

2020年
コロナショック

（出所）MSCI

長期的な視点が重要

※ MSCI ACWI指数（priceリターン指数）、円換算ベース
（19８７年１２月末＝100）

４



45長期投資－複利とは？

○ 預貯金や投資では、『単利』と『複利』という考え方があります。

－単利：元本のみに利息がつく計算方法

－複利：元本と利息を合わせた額に利息がつく計算方法

単利の場合
1年後：100万円＋100万円×5％＝105万円
2年後：105万円＋（100万円×5％）＝110万円

複利の場合
1年後：100万円＋100万円×5％＝105万円
2年後：105万円＋（105万円×5％）＝110万2500円

複利の場合は元本の100万円だけではなく、利息の5万円にも
利息がつくため、より多く資産が増えることになります。

100万円を利率5% で運用する場合（税金等は考えない）

４
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100万円を利率5%、 1年複利で運用
（税金等は考えない）

○ 『単利と複利では長期間で考えると大きな差』が出ます。

○ 『72の法則』でお金が2倍になる金利・期間が分かります。

複利の効果を得るためにも、資産形成は
長い時間コツコツ続けていくことが重要です。

長期投資－単利と複利、７２の法則

72の法則

『72 ÷ 利率（％）≒ お金が
 2倍になるために必要な期間』

利率5%で運用した場合

72÷3≒約24年

利率3%で運用した場合

72÷5≒約14.4年
※７２の法則は、複利での運用を前提としています。
あくまでおおよその目安で税金は考慮していません。

４

１年後 5年後 10年後 20年後

(万円)
300

約65万円の差が出ます

複利

単利

１５０

０
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○ 『長い期間投資を続けると複利効果が大きく』なります。

長期投資－複利効果４

同じ利率３％で、A.毎月２万円を20年間、B.毎月１万円を40年間積み立てた場合を
比較すると、以下のような差が出ます。

40年間積み立て
元本480万円が

約9２0万円に
20年間積み立て
元本480万円が

約６５０万円に

（歳）

（万円）

約２７0万円の差が出ます

A B
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○ 積立投資を同じ金額・商品で行った場合でも、『より長期間
続けた方が収益が安定し、元本割れの可能性を減らせます』。

長期投資－運用成果４

※1989年以降、毎月同じ金額ずつ国内外の株式・債券に積立投資し保有した場合。積立投資期間は各年1月～12月の一年間。
※年間収益率：資産運用で得られた一年当たりの利益率
※図表はあくまでシミュレーションであり、将来の投資成果を予想・保証するものではありません。また、具体指数・商品への投資を推奨するものではありません。

元本
割れ

100万円が5年後に

74万円～176万円
100万円が20年後に

186万円～331万円

保有期間5年 保有期間20年

年間収益率 年間収益率

リスク
（運用成果の

振れ幅）
が大きい

リスク
（運用成果の

振れ幅）
が小さい

（出所）金融庁 はじめてみよう！NISA早わかりガイドブック
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定額購入
（ドル・コスト平均法）

一括購入

一定金額を
定期的に購入

手持ち資金
全額で一度に購入

毎月１万円ずつ購入

○ 投資は一括購入だけでなく、少額積み立ても可能です。投資
方法として『定額購入（ドル・コスト平均法）』があります。

積立投資－ドル・コスト平均法４

例
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株価の
値動き

価格
合計
株数

1株あたり
の

購入単価

一括購入

株数 40 0 0 0 40

1,000

価格 40,000 ０ ０ 0 40,000

定額購入
(ドル・コスト

平均法）

株数 10 6.6 20 10 46.6

858.3

価格 10,000 10,000 10,000 10,000 40,000

1,000

1,500

500
1,000

※上記値動きの場合、定額購入（ドル・コスト平均法）の方が１株あたりの購入単価を抑える効果がありますが、
値動きによっては必ずしも定額購入（ドル・コスト平均法）が最適解とは限りません。

○ 購入時期を分散して積み立てを行うことで、『値上がり・値下が
りのリスクを抑える（平準化）効果』があります。

○ また、定額購入は少額のため、負担感を抑えることができます。

積立投資－購入方法での比較４
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○ リスクの分散の例えとして『ひとつのカゴに卵を盛るな』
という考え方があります。

分散投資－リスクの分散

卵を1つのカゴに
全部入れた場合
（投資先が1つ）

卵を複数のカゴに
分けて入れた場合
（投資先が複数）

カゴを落とした時に
全てがダメに・・・

1つを落としてしまっても
残りは大丈夫！

４
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ドル・コスト平均法

○ 分散方法は主に３つあります。『資産・地域・時間の分散』を
通じてリスク（運用成果の振れ幅）を抑えることが重要です。

分散投資－主な分散方法４
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○ 『長期・積立・分散投資を組み合わせること』が、より安定的に
リターン（運用成果）を得るために効果的と言えます。

長期・積立・分散投資のシミュレーション（例）

2003年1月～2022年12月の毎月末に主な株式指数に1万円を積立投資した場合

（出所）金融庁 はじめてみよう！NISA早わかりガイドブック

全世界（MSCIオール）

日経平均

総積立額

※上記の結果は、将来の投資成果を保証するものではありません。
税金・手数料などは考慮していません。
また、具体指数・商品への投資を推奨するものではありません。

ー 長期（20年継続）
ー 積立（毎月1万円）
ー 分散（全世界・国内株式）

で投資を行うことで、運用資産は
一時的な下落もありつつも、
全体では元本（240万円）を
大きく上回るリターン（運用成果）
となりました。

690万円

443万円

240万円

長期・積立・分散投資の効果４
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預貯金
など

国内債券
など

収益性が高い
金融商品

流動性・安全性
が高い金融商品

比較的安全性が
高い金融商品

リスク資産

安全資産

国内株式
外国債券
外国株式

など
外国債券・外国株式
も為替リスクがある
ためリスク資産に分
類

※

※国内債券でも一部リスク資産に
該当する場合があります。

○ 自身に合った『金融商品の組合せ≒分散投資』を考えましょ
う。その人・その時の状況・相場などによって最適な組合せは
変わります。

金融商品の組合せ４
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積極運用タイプ

リスク資産の割合をふや
して積極運用

※国内債券でも一部リスク資産に該当する場合があります。

金融商品の組合せ（例）

安定運用タイプ

リスク資産の割合を減ら
して安全資産中心に配分

バランス運用タイプ

リスク資産と安全資産を
バランスよく

４
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○ 自身のタイプ・目的にあわせて、様々な金融商品を組み合わ
せた『投資信託（ファンド）を選ぶことも選択肢のひとつ』です。

分かりやすい商品で投資を始めたい

シンプルな仕組みのインデックス
（指数連動型）運用

子どもの将来の教育資金を貯めたい

リスクを抑えた
バランス（分散投資型）運用

リスクをとってもリターンを狙いたい

国内外の株式比率が高い
ファンドで運用

リスクを抑えつつ老後資金を貯めたい

目標設定型の
ターゲット・デート・ファンドで運用

一定額を低いリスクで運用したい

公社債の比率が高い
ファンドで運用

資産運用スタイルはあくまで一例であり、
想定通りのリターンが得られるとは限りません。
NISAを活用した資産形成のパターンについては、
金融庁NISA特設ウェブサイトでも紹介されています。

（参考）タイプ別資産運用スタイルの例４
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○ 資産形成にあたって自身に合った投資信託を探す際には、
『投信総合検索ライブラリー』を活用できます。

投資信託協会
投信総合検索ライブラリー

投信総合検索ライブラリー 検索

NISA対象、リターンとリスク、
地域と資産等の条件を設定して
投資信託（ファンド）を検索する
ことができます。

（参考）投信総合検索ライブラリー４
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○ 金融商品の組合せは『状況に応じて適宜見直し』ましょう。
○ ファイナンシャル・プランナー（ＦＰ）などの『専門家・外部知見

の活用も効果的』です。

●年単位での定期見直し
（≒定期健康診断）

●ライフイベントの変化
（結婚・出産、就職・退職 等）

●投資環境の大きな変化
（価格変動、為替変動 等）

【金融商品の組合せの見直し例】

⚫ 将来に向けてより資産形成を図りた
いので、リスク資産の割合を増やす。

⚫ 急激な環境変化（●●ショック、急速
な円安・円高の進展等）があったので、
リスク資産の割合を見直す。

金融商品の組合せの見直し、外部知見の活用４
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資産形成の制度（NISA、

私的年金制度 等）

【貯める・増やす】５



60NISA（少額投資非課税制度）とは

○ NISAとは、 『「少額投資」による利益が「非課税」』 になる
制度です。

制度を利用するには、銀行や証券会社などで
NISA口座※を開設する必要があります。

※原則１人１口座のみ。年単位で利用する金融機関を変更することができます。

手元に残るお金
１万円

税金
約２千円

手元に残るお金
約８千円

税率
約20％

税金が
かからない

投資で
得た利益

１万円

5
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○ 2024年からNISAが恒久化・拡充されました。
○ 『投資可能期間が無期限、非課税保有期間も無期限、２つの

投資枠が併用可』とより使いやすくなりました。

日本に住む
成人

（18歳以上）

成長
投資枠

つみたて
投資枠

無期限で非課税
年間240万円
まで購入可能

無期限で非課税

年間120万円
まで購入可能

投資可能期間も
無期限

ただし、生涯の
保有限度額があります

併
用
可

NISAの制度概要5
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○つみたて投資枠、成長投資枠では、『対象商品、年間投資
枠、保有限度額』など利用方法に違いがあります。

つみたて投資枠 成長投資枠

投資
対象商品

長期の積立・分散投資に
適した一定の投資信託

（金融庁の基準を満たした投資信託に限定）

上場株式、投資信託等
（①整理・監理銘柄②信託期間20年未満、毎
月分配型の投資信託及びデリバティブ取引

を用いた一定の投資信託等を除外）

年間投資枠 年間120万円 年間240万円

非課税
保有限度額

（総枠）

1,800万円
（うち成長投資枠は1,200万円）

※購入商品を売却した場合、（購入時の買値分だけ翌年以降）枠の再利用が可能

非課税
保有期間

無期限

買付け方法
「１カ月に１回」など定期的

に一定金額の買付けを行う
方法（積立投資）に限る

特に制限なし

併用可

つみたて投資枠と成長投資枠の違い５
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金融庁 NISA 検索詳しくは

NISAについて基本から
学ぶことができます。

つみたてワニーサが
ナビゲートしてくれます。

（参考）金融庁 NISA特設ウェブサイト5



64私的年金制度

基 礎 年 金

厚生年金
（報酬比例年金）

○ 私的年金は、公的年金の上乗せの給付を保障する制度です。
この制度は『高齢期により豊かな生活を送るための制度』と
して重要な役割を果たしています。企業や個人は、多様な制
度の中からニーズに合った制度を選択することができます。

第１号被保険者
自営業者、学生、
無職の人など

第２号被保険者
会社員・公務員など

第３号被保険者
第２号被保険者の
被扶養配偶者

3階
部分

私的
年金

公的
年金

２階
部分

１階
部分

DB、企業型DC、
iDeCo など

iDeCo
※

対象者
分類

iDeCo

国民
年金
基金

※DBは確定給付企業年金、企業型DCは企業型確定拠出年金、iDeCoは個人型確定拠出年金を意味する

5



65企業年金・個人年金制度の仕組み

○ 企業年金やiDeCoなどの制度では、加入者等が離職や転職をした場合に、その積み立
てた資産を他の年金制度などに持ち運べる仕組みがあります。

○ 対象となる方は、離・転職前に加入していた制度等の資産を移換することができます。

国民年金基金

5

企業が従業員

のために実施

本人が運用
その実績により給付額が決定

（確定拠出型）

企業が運用
将来の給付を保証

（確定給付型）

個人が自ら

加入

本人が運用
その実績により給付額が決定

（確定拠出型）

基金が運用
将来の給付を保証

（確定給付型）

企業型確定拠出年金
（企業型DC）

確定給付企業年金
（DB）

個人型確定拠出年金
（iDeCo）
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○ 確定給付企業年金（DB）は、あらかじめ加入者が将来受け取
る年金給付の算定方法が決まっている制度です。
資産は企業が運用します。

○ 確定拠出年金（DC）は、あらかじめ事業主・加入者が拠出す
る掛金の額が決まっている制度です。
資産は加入者個人が運用します。

確定給付企業年金
（DB）

確定拠出年金
（DC）

確定給付企業年金と確定拠出年金5
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○ iDeCo（個人型確定拠出年金）は、『個人で加入』し、『一定
額を毎月拠出』します。『加入者自らが資産を運用』し、最
終的に拠出額と運用益により受取額が決定されます。

○原則60歳まで引き出しできません。

iDeCo
普及推進
キャラクター
イデコちゃん

検索詳しくは iDeCo 公式

加入者個人が
掛金を拠出

運用商品（投資信託、預貯金、保険等）
から選択して積立金を運用

年金、一時金等で
受け取り

iDeCo（個人型DC）の概要

給 付運 用加入 ① ② ③

拠出掛金

運用益

掛金を拠出

5
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○ DC（企業型DC・iDeCo）は、『月々の掛金等で金融機関が提
示する商品の中から自分で選択して運用商品を購入』します。

○ 運用商品は、「元本確保型商品」と「価格変動型商品」の2種類
に大別できます。

・元本確保型商品は、原則元本が確保されますが、大きくは増えません。
・価格変動型商品は、運用結果によって資産の増減があります。

元本確保型商品

預貯金、保険商品等

価格変動型商品

投資信託等
運用益運用益

拠出掛金拠出掛金

運用益 運用益

DCの運用対象商品5

貯めたい人向き ふやしたい人向き
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○ DC（企業型DC・iDeCo）は、『①掛金拠出時、②運用時、
③受給時の３つの税制優遇』があります。

○ DBにも運用時・受給時の税制優遇があります。

①DCは加入者が拠出した『掛金全額が所得控除の対象』となり、所得

税、住民税が軽減されます。 例えば、所得税率20％･住民税率10％の方が

毎月１万円ずつ拠出した場合、年間3.6万円の軽減効果。

②DB・DCともに、『運用益は非課税』です。
通常は運用益には約20％が課税されます。積立金には

別途特別法人税が課されますが、現状は課税が停止さ

れています。

③DB・DCともに受取り時に税制優遇があり、『年金として受給：公的年

金等控除、一時金として受給：退職所得控除』の対象となります。

私的年金の税制優遇5
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○ 企業によっては、勤労者財産形成促進制度（財形制度）を導入
しており、税制優遇措置が図られています。

○ 賃金から給与天引きで、月々1,000円から積み立てできます。

種類 目的 税制優遇措置

一般財形貯蓄 自由 なし

財形年金貯蓄（※）
年金として受取
（満60歳以上）

財形住宅と合算して
550万円まで利子等非課税

（保険等は払込額３８５万円まで）

財形住宅貯蓄（※）
住宅の取得・増改築の

費用に充当
財形年金と合算して

550万円まで利子等非課税

財形制度の種類と税制優遇措置 財形貯蓄取扱機関：銀行、証券会社、保険会社等
※契約時に55歳未満である勤労者が加入可能。

その他、いずれかの財形貯蓄を１年以上継続し、50万円以上の残高を有している方が利用できる財形持家
融資制度（上限4,000万円）もあります。

勤労者財産形成促進制度5
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社会保険と民間保険

（生命保険・損害保険）

【備える】６



72保険の基本的な仕組み

国・地方公共団体
（社会保険）

保険会社（民間保険）

○ 『起きる可能性は低いものの、発生すると損失が大きい場
合』に備えて、みんなで少しずつお金（＝保険料）を出し合っ
て、万一の際に『大きな保障（＝保険金）を受けられる仕組み
が「保険」』です。

６
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○ 日本の福祉社会は、『①自助（個々人の努力）、②共助（社会
保険）、③公助（社会福祉等）の適切な組み合わせ』によって
形づくられています。

自助
自ら働き、自分の健康
や生活は自分で守る

自分の
お金

✓預貯金・投資
✓民間保険への加入

基
本

共助
生活上の様々な困難
に対して、社会連帯の
考え方で支え合う

社会
保険料

✓社会保険
年金、医療、介護、
雇用、労災

社
会
保
障
制
度

考え方 主な財源 具体的な行動や制度

公助
特定の人々※の生活
を公的に支援する

税金
✓社会福祉
障害者福祉、児童福祉等

✓公的扶助 生活保護

自
助
、
共
助

で
は
対
応

で
き
な
い

※ 障害者、ひとり親家庭など社会生活をする上で様々なハンディキャップを負っている人や生活に困窮する人

補
完

社会保険制度とは６
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会社員の場合、社会保険料は
給与天引きで納付します。
（自営業者はご自分で納付）
介護保険は40歳から納付開始。

制度 主な保障内容

１.公的年金（国民年金・厚生年金保険） 老後・障害状態時・遺族の生活費など

２.公的医療保険（健康保険など） 病気やケガにかかる治療費

３.公的介護保険 介護サービス（訪問介護など）費用

４.雇用保険（失業保険） 失業時の生活費

５.労働者災害補償保険 仕事中のケガ等の治療費

○ 社会保険は『病気やけが、老齢、失業などで困窮の原因とな
りうる保険事故に遭遇した場合に一定の給付を行うことで、
国民の生活の安定を図ることを目的とした保険制度』です。

社会保険の概要６



75社会保険の仕組み

○ 社会保険は、『保険料（収入に応じて負担）と税金で運営』
され、社会全体で支え合う仕組みです。

障害年金・遺族年金は、
若くても、要件を満たせば、
年金受取の対象。

○ 「公的医療保険」は、病気・ケガなどで通院・入院をしたときなどに給付され、健康
保険組合などを通じ国民全員が加入しています。

○ 「公的年金」は、収入減少というリスクに対して収入面で保障する制度で、長生きを
した（老齢年金）、障害を負った（障害年金）、親など家計を支えていた方が亡くなっ
た（遺族年金）ときなどに受給できます。

○ 「公的介護保険」は、要介護認定者等の介護サービスに係る費用を給付しています。

国民
皆年金

国民
皆保険

40歳以上が対象

６
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○ 日本の年金制度には、公的年金と私的年金があります。
『公的年金は国民の老後生活の基本を支え、企業年金・個人
年金と合わせて老後生活の多様なニーズに対応』しています。

第１号被保険者
自営業者、学生、
無職の人など

第２号被保険者
会社員・公務員など

第３号被保険者
第２号被保険者の
被扶養配偶者

3階
部分

私的
年金

公的
年金

２階
部分

１階
部分 基 礎 年 金

厚生年金
(報酬比例年金)

DB、企業型DC、
iDeCo など

iDeCo
※

対象者
分類

iDeCo

国民
年金
基金

※DBは確定給付企業年金、企業型DCは企業型確定拠出年金、iDeCoは個人型確定拠出年金を意味する

日本の年金制度（公的年金・私的年金）６
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【ねんきん定期便をお持ちの場合】

【ねんきん定期便をお持ちでない場合】

働き方・暮らし方を入力し、
「試算する」をタップ

公的年金シミュレーター 検索
概算を試算したい場合 公的年金シミュレーター
https://nenkin-shisan.mhlw.go.jp/

詳細を試算したい場合 ねんきんネット
https://www.nenkin.go.jp/n_net/

公的年金シミュレーター６

https://nenkin-shisan.mhlw.go.jp/
https://nenkin-shisan.mhlw.go.jp/
https://nenkin-shisan.mhlw.go.jp/
https://www.nenkin.go.jp/n_net/
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○ 日本では『国民全員が公的医療保険に加入』しており、年齢
や所得に応じて自己負担割合が変わります。また、自己負担
額が高額になる場合は、『高額療養費制度』が適用されます。

長期の入院などで自己負担額が高額になる場合は、
高額療養費制度により負担を抑えることができます。

高額療養費制度とは

医療費の自己負担割合

～小学校入学前 2割負担

小学校入学後～69歳 3割負担

70歳～74歳
一般・低所得世帯 現役並み所得者

2割負担 3割負担

75歳以上
一般・低所得世帯 一定以上所得のある人 現役並み所得者

1割負担 2割負担 3割負担

※子どもの医療費は市区町村ごとに補助あり

公的医療保険（国民皆保険）６
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○ 『40歳以上の人が加入する制度』です。介護サービスにか
かった費用の１割が自己負担額になります（所得によって
2・3割）。介護度に応じて１ヶ月あたりの支給限度額があり
ます。

（参考）公的介護保険６



80社会保険と民間保険

○ リスクに備える手段として、民間保険（任意）もあります。
○ 『（強制加入の）社会保険の保障内容をよく理解したうえで、

（必要に応じた）民間保険を検討』することが重要です。

リスクのイメージ

病気・ケガ 公的医療保険
公的医療保険適用外の支出＋生活費等
差額ベッド代や自己負担の軽減、収入減少等
への備えとして民間医療保険等を検討

長寿
介護

公的年金（老齢年金）
公的介護保険

自身または家族が必要と考える金額
備えとして個人年金保険、民間介護保険等
を検討（必要に応じて資産形成も検討）

公的年金（遺族年金）
自身または家族が必要と考える金額
子どもの教育費や遺族の生活費等への

備えとして死亡保険等を検討

社会保険 民間保険

交通事故
火事など

－
事故による損害を補償

備えとして自動車保険・自転車保険、火災保険
等を検討（自賠責保険は強制加入）

親など家計を
支えていた方の死亡

６
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○ 保険の仕組みは『相互扶助（互いに支え合い）』です。また、
保険は多様なリスク（万一の支出・収入減の可能性） に対し
て、『小さな負担で大きな損失に備える』ことができます。

たくさんの人が少しずつ
お金を出し合い、

大きな共有の
準備財産をつくり、

万一のことがあった人に
まとまったお金を提供する
（相互扶助の仕組み）

民間保険の仕組み６

小さな負担（保険料支払）で、
大きな損失に備える（保険金
受取）ことができる。

リスクに備える対価として
保険料を支払うため、保険を
かけた事故や災害でないと
保険金は受け取れない。
また、一般的に支払った保険
料は戻らない。
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0 10年目 20年目

500
万円

1,000
万円

貯蓄

資産運用

目

的

将来のライフイベント費用

特

徴

○ 貯めたお金は様々な目的に使える。

○ 少しずつ増えるので計画性が必要。

○ 運用次第で資産が増減する。

○ 想定外の支出には必要な金額に
満たない場合がある。

500
万円

1,000
万円

保険

保
障
額

0 10年目 20年目

目

的

万一のリスク・収入減への備え

特

徴

（期間） （期間）

（金額） （金額）

○ 万一の支出に備えて保険料を支払う。

○ 加入後はいつ事故が発生しても
保険金を受け取れる。

○ 介護・長寿による収入減なども保障。

○ 社会保険＋民間保険で保障。

（参考） 資産形成と保険の違い

※上記のイメージ図は、将来の運用成果を保証するものではありません。

資産形成のイメージ（三角▲） 保険のイメージ（四角■）
損失額をカバーできる範囲のイメージ

６
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ローン・クレジット

【借りる】７
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○ ローンとクレジット共に仕組みの違いはあるものの、どちら
も『後から返済（支払い）が必要な借入れ（借金）』です。

ローンの仕組み クレジットの仕組み

住宅・自動車などの高額な買い物で

後から少しずつ返済。 クレジットカードでの利用が大半。

利用者 金融機関

借りる

後から
少しず
つ返済

利用者 加盟店

クレジット会社

商品購入

1

代金
立て替え

2

代金
支払い

3

ローンとクレジット7
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○ お金の貸し借りには『利子・金利』がかかります。
○ また、法律（利息制限法）で『借入金額に応じて上限金利』が

定められています。

利子（利息）

借りたり貸したりしたお金に、一定の割合
で支払われる対価（お金）です。

金利（利率）

お金を貸したり借りたりする時の「値段」
です。
元本に占める利子の割合（％）で表示され
ます。

借入金額 上限金利

10万円未満 上限20%

10万円以上
100万円未満

上限18%

100万円以上 上限15%

上記を超える金利でお金を貸し付ける
ことは違法（いわゆるヤミ金融）です。

ローンやクレジットの利子・金利7
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○ ローンには、住宅・教育・自動車など使い道の限定されたものと、
使い道の自由なローン（カードローン等）があります。

○ 金利は『使い道・担保・利用者の信用度等』によって異なります。

金利の分布図（例）

カ
ー
ド

ロ
ー
ン

教
育

ロ
ー
ン住宅ローン

自
動
車

ロ
ー
ン

【使い道】

限定 金利低い、自由 金利高い

【担保】

あり 金利低い、なし 金利高い

【利用者の信用度】

高い 金利低い、低い 金利高い

使い道は自由 使い道は限定されている

ローンの種類

住宅ローン 住宅ローン

住宅ローン 住宅ローン

主なローンの種類

住宅ローン 教育ローン

自動車ローン カードローン

家を購入
するときに！

車を購入
するときに！

子どもの
教育費に！

使い道は
自由！

7
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○以下のポイントを押さえると『総返済額を少なくできます』。

①頭金（最初に自分で準備しておく資金）を多く用意する

②金利をしっかりと比較・検討して選択する

③返済方法をしっかりと比較・検討して選択する

○ 『借りられる額ではなく、「返せる額」に収めることが重要』で
す。「年間の返済額＝年収の25%まで」がひとつの目安です。

（例） 夫婦の合計年収 600万円の場合
⇒年収の25％とすると、150万円
⇒月々の返済額 12万5,000円
⇒月々の返済額、返済期間、借入金利をもとに算出した借入額の上限

（目安）約 3,000万円
（返済期間30年・元利均等返済・固定金利３％の場合）

住宅ローンを利用する際のポイント7
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金利の考え方 返済方法の考え方

固定金利

変動金利

元利均等返済

元金均等返済

・毎回同じ額を返済

・はじめは利息部分
の返済が多く、後に
なると元本部分の
返済が増える

・元本の返済額を毎
回一定にして返済

・利息を含めた返済
額は最初が一番多
く、最後が一番少な
くなる

・金利は一定期間固定

（経済状況が変わって
も、ローンの金利は変
わらない）

・そのときの経済状況
に応じて金利が変動

（例えば半年ごとに金
利見直しなど）

貸出金利は金融機関によって異なります。
複数の金融機関での確認を推奨します。

住宅ローンの金利と返済方法

○ 住宅ローンは大きな金額を長期に返済する必要があります。
『金利・返済方法などの知識』を学び計画的に利用しましょう。

7
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（参考）3,500万円の住宅を35年間の住宅ローンで
購入する場合の総支払額（頭金＋ローン総返済額）…

総返済金額：約4,870万円

頭金有無 金利 返済方法

なし 年利２％（固定）
元利均等返済

（毎月同じ額を返済）

頭金有無 金利 返済方法

700万円 年利1.5％（固定）
元金均等返済

（最初多額を返済）

総返済金額：約4,237万円(頭金700万円含む)

事例①より633万円総支払額が少ない

事
例
①

事
例
②

住宅金融支援機構 シミュレーション 検索詳しくは

（参考）金利・返済方法等での比較7
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※適用年度に応じて控除内容が異なりますので、

住宅ローンを利用する際は最新の法令を確認ください。

土地・建物（住宅ローン控除等）｜国税庁 (nta.go.jp)

国税庁 住宅ローン減税 検索詳しくは

（参考）住宅借入金等特別控除(住宅ローン控除)

○一定の要件を満たした場合、住宅ローンを借りた人が、『各年の年末
の住宅ローン残高に応じた税控除を受けられる』仕組みです。

＜入居年＞ 令和4年 令和5年 令和6年 令和7年
控除率 0.7％

控除期間 新築・買取再販売 13年 13年（その他の住宅は10年）
既存住宅 10年

所得要件 2,000万円

借
入
限
度
額

新
築
・買
取
再
販

認定長期優良・認定低炭素 5,000万円 4,500万円
子育て世帯・若者夫婦世帯 5,000万円

ZEH水準省エネ 4,500万円 3,500万円
子育て世帯・若者夫婦世帯 4,500万円

省エネ基準適合 4,000万円 3,000万円
子育て世帯・若者夫婦世帯 4,000万円

その他 3,000万円 －
（R5年末までに建築確認2,000万円）

既
存
住
宅

認定住宅等
（長期優良・認定低炭素・ZEH
水準省エネ・省エネ基準適合）

3,000万円

その他 2,000万円

床面積 50㎡以上
（新築の場合、R7年末までに建築確認：40㎡ 所得要件1,000万円）

7

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/code/bunya-tochi-tatemono.htm
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/code/bunya-tochi-tatemono.htm
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期間短縮型
毎月の返済額を変えずに返済期間を短縮する方法

返済額軽減型
返済期間を変えずに毎月の返済額を減らす方法

軽減される利息部分

利息
部分

利息
部分

元金
部分

元金
部分

短縮できる
返済期間

当初の返済期間 当初の返済期間

軽減される利息部分

返
済
額

繰上げ返済 繰上げ返済

繰上げ返済後の返済額

繰上げ返済したお金が
充当される元金部分

繰上げ返済したお金が
充当される元金部分

（参考）住宅ローンの繰上げ返済

○通常のローン返済とは別に、ローンの元金部分（の一部）を繰り上げて返済す
ることで、返済した元金に対する利息の支払いがなくなり、総返済額を減ら
す効果があります。

○金融機関により金額に制限を設けていたり、手数料がかかる場合があります。

7



92クレジットカードの仕組み

○ クレジットカードには「ショッピング機能」と「キャッシング機
能」があります。

○ 支払い方を選べ、『リボ払い（リボルビング払い）・分割払いに
は手数料がかかるため、総支払金額が大きくなります』 。

1～2回 分割払い

なし 11～15％

使える機能

支払い方

－ショッピング機能
購入代金の立て替え・後払い

－キャッシング機能
現金の借り入れ

手数料のめやす

リボ払い キャッシング

12～18％ 15～18％

クレジットカードを利用するには、
カード会社による審査があります。
カードの利用は原則本人のみです。

7



93

○ リボ払いとは、カードの利用金額や利用回数にかかわらず、
『あらかじめ設定した一定の金額を月々返済する方式』です。

○家計管理がしやすい一方、返済期間や総返済額に注意が必要です。

利用金額

買い物①

買い物②

買い物③

２万円

７万円

１万円

支払残高

合計
10万円

月々の返済

１回目

２回目

３回目

４回目

５回目

・
・
・

５千円

５千円

５千円

５千円

５千円

５千円

月々の返済はあらかじめ
設定した一定額。
（左の例では毎月５千円）

支払残高（＋手数料）
がなくなるまで返済が続く。

次のページで返済期間、総返済額を解説します

リボ払いとは7
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○ ３０万円をリボ払い（年利1８%）、毎月５千円で返済すると、
返済期間約13年（１５５回）、総返済額772,996円になります。

利用する前に月々の返済額、
返済期間、総返済額等を確認
して、「返せる範囲」に収まって
いることを確認しましょう。

日本貸金業協会 返済シミュレーション 検索

リボ払いの返済７

支払残高が大きいほど
たくさんの手数料（利息）
を払わないといけない

・・・
5回目 １０回目 １5回目 １４０回目 １４5回目 １５０回目 １５５回目

・最初の月に支払う利息は30万円×年利18%÷12カ月
 ＝4,500円。
・月の返済額（5,000円）ー利息（4,500円）＝500円
が元本の30万円から減ります。

⇒概算ですが、１年かけて60,000円返しても（毎月
5,000円×12カ月）、30万円の元本から6,000円し

   か減りません。

２０回目

※「返済手段」については「定額元利返済（金額指定）」を選択



95クレジットカード利用時の留意点

○ クレジットカードは非常に便利ですが、利用するときは
次のことに気を付けましょう。

➢ 目の前のお金が減らないので、使い過ぎる心配がある。

➢ カードの紛失・盗難などで悪用される危険がある。

➢ 支払い遅延などで、「信用度」がさがると、ローンなどが組めなくなる。

➢ 分割払い（一般的に３回払い以上）・リボ払いは、借入金利にあたる手数料がかかる。

リボ払いで気を付けること

➢毎月の返済額が少ないと支払残高が減らず、長期間支払いを続けることで総支
払額が多くなる可能性がある。

➢現在の利用残高を確認せず、完済前にリボ払いを重ねてしまい、気づかないう
ちに多額の手数料を支払うことになる可能性がある。

➢最近では、「フレックス払い」「つけ払い」「定額払い」等、「リボ払いの名前を変え
ているケース」もよく見られる。「リボ払い」の名前だけ覚えるのではなく、どの
ような仕組みであるかを理解しておく。

7
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金融トラブル、相談窓口

【注意】８
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○ マルチ商法や詐欺被害などをきっかけとした多重債務・闇バ
イト等、『負のスパイラルに陥らないよう注意』しましょう。

マルチや投資詐欺など
最初にお金を求められることも 1

３

２

4

手元にお金がなくとも、言葉巧みに
キャッシングに誘導 借金

借金返済のために別の金融機関や
ヤミ金から借金 多重債務に

追い詰められて、闇バイトなどの
犯罪に加担 犯罪者に

「負のスパイラル」ストーリー8
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○ 金融トラブルに遭わないためのポイントを押さえましょう。

①『おいしい話には気をつける』。

「ローリスク・ハイリターン」はあり得ません。＝「おいしい話」は存在しません。

②向こうから近寄ってきても、『怪しいと思ったらはっきり断る』。

「今だけ」「あなただけ」には要注意。遠慮せずに「いりません」と断りましょう。

金融トラブルに遭わないために

万が一『トラブルに遭ってしまっても、決して諦めない』。

ひとりで悩まず、早めに適切な相手に相談することで解決策が見えてきます。

8
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○ 金融トラブルに限らず、消費者トラブルで困った際は、
『独りで悩まずに相談』しましょう。

契約や商品について困ったときは
⇒ 消費者ホットライン

（全国共通）

１８８（いやや）

警察に相談したいときは
⇒ 警察相談専用電話

（全国共通）

＃９１１０

金融サービスについて困ったときは
⇒ 金融庁

金融サービス利用者相談室

０５７０－０１６８１１

トラブルにあった時の相談先

消費者庁 消費者ホットライン１８８
イメージキャラクター イヤヤン

8



100もっと知りたい方は

○ J-FLECのホームページでは、皆さんの生活に

役立つ、お金に関する様々な情報を掲載しています。

URL：https://www.j-flec.go.jp/ J-FLEC 検索

無料イベント・セミナー
開催中！

 素朴な疑問はお金の
１分相談所で解決！

 

専門家の話をきいて、さらに
お金の知識や理解を深めたい

お金を学べる教材・動画公開中！

今日の講義で
お金に関する
基本を学んだ！

講義のポイントを
見直して、今日の
学びを振り返ろう

興味のあるテーマを
テキストや動画で詳しく学びたい

Step１

QR コードAI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。

QR コードAI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。

QR コードAI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。

https://www.j-flec.go.jp/
https://www.j-flec.go.jp/
https://www.j-flec.go.jp/
https://www.youtube.com/playlist?list=PLI_DJNAnLWZUiYe3kbq9bAfo8ovISyDh9
https://www.youtube.com/playlist?list=PLI_DJNAnLWZWLhGFNEXARhgPLf_Psk2WZ
https://www.j-flec.go.jp/public/lectures/
https://www.j-flec.go.jp/
https://www.j-flec.go.jp/materials/search/?my_form_nonce=f5a41b0730&_wp_http_referer=%2Fmaterials%2Fsearch%2F%3Fs%26post_type%3Dmaterials%26materials_kinds%255B0%255D%3Dpublic%26my_form_nonce%3D3dd3ded78d&s=&post_type=materials&materials_kinds%5B%5D=public&materials_kinds%5B%5D=school
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「J-FLECはじめての
マネープラン」無料体験

最大１時間、Web予約
最大30分、予約不要

0120-55-1209

対面・オンライン相談 電話相談 ※匿名可

自分のお金について、
専門家に相談したい！

Step２ Step３

「J-FLECはじめての
マネープラン」割引クーポン

「はじマネクーポン」とは？

いくら割引になるの？

有料相談をはじめて利用する方を対象に相談
料の一部をJ-FLECが補助。
「家計の見直し」や「ライフプラン表作成」
「資産形成プランの検討」など様々なアドバイス
を受けられます。

相談料の8割（1時間あたり上限8,000円、
３時間合計で上限24,000円）を割引。

さらに詳しく相談したい！

専門家が中立・公正な立場からアドバイスを行います

商品の勧誘は一切ありません

もっと知りたい方は

QR コードAI 生成コンテンツは誤りを含む可能性があります。

https://www.j-flec.go.jp/public/consult/#tg3
https://www.j-flec.go.jp/feature/consult/
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